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イノベーション会議提言

ＤＸを実現する人材戦略



DXと人材戦略

従来型の人事制度の転換
デジタル人材･･･高い専門性、高い流動性

デジタル人材の処遇、モチベーションは？
経営の上位概念への共感

経営戦略と人材戦略の一体化
人事部から経営戦略へ

人材への投資
従業員全体のリスキリング （新たなスキルの獲得）
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デジタル人材 非デジタル人材

経営理念・ビジョン等に関する共感 １２．６％ ２．２％

組織風土・マネジメントスタイル等 １０．０％ ２．０％

給与等の労働条件 ３５．８％ ４９．１％

職場の労働環境 １３．６％ ２３．０％

やりたい仕事（スキルアップ・成長） ２８．０％ ２３．６％

野村総合研究所 内藤琢磨氏 ヒアリングより

「あなたが働く上でのモチベーションの源泉は？」

NRI 「ワークモチベーション調査」 （2020年2月）
インターネット調査、デジタル人材・非デジタル人材 各1030人
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デジタル人材 非デジタル人材

事業の社会的意義 ２５．７％ １７．３％

先進・革新性 ２２．６％ ５．８％

お客様満足 ２５．９％ ２１．５％

社員に対する配慮 ２５．７％ ５５．４％

「経営理念・ビジョンの内、
特に重視する項目は？」

野村総合研究所「ワークモチベーション調査」 （2020年2月）
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63.6

23.8

9.1

全社を挙げて取り組んでいる

部門によっては取り組んでいる

今は取り組んでいないが、取り組む予定

“ＤＸ推進企業”として
特徴を把握

今は取り組んでおらず、今後も取り組む予定はない （０．７％）
その他（０．７％）

無回答（２．１％）

日本生産性本部「DXと人材戦略に関するアンケート調査」（2021年10－11月）

「御社ではＤＸを実施していますか」 （1つ選択、％）

n=143



本調査における「ＤＸ人材」

ＤＸを実現するための人材を広く対象とする

次の３つに分類

経営系人材

アーキテクチャや事業構造を設計し推進する人材

技術系人材

デジタル技術やデータ処理などの専門人材

つなぎ人材

デジタル人材と非デジタル人材をつなぎ、

橋渡しをする人材
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アンケート調査のおもな結果

１．日本企業のDXは道半ばである

２．DXのための組織改革や人事制度改革に
踏み込んでいない企業が多い

３．DX人材育成のための社員研修を実施して
いない企業が４割

４．DXの取り組みは企業規模間格差が大きい
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93.6

70.4

68.0

62.4

56.0

52.8

52.0

45.6

22.4

1.6

0 20 40 60 80 100

業務効率化・コスト削減

企業文化・働き方の変革

顧客満足度の向上

既存製品・サービスの高付加価値化

ビジネスモデルの変革

新製品・サービスの創出

新規事業の創出

既存製品・サービスの販路拡大

他社との関係強化

その他 n=125

●

御社におけるＤＸの目的は何ですか （複数可）

日本生産性本部「DXと人材戦略に関するアンケート調査」（2021年10－11月）

（％）
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25.2

25.2

9.8

9.8

4.9

13.3

40.6

1.4

0 10 20 30 40 50

出島などイノベーションのための組織の創設

企業理念や存在意義（パーパスなど）の明確化

意思決定の集権化

組織のフラット化

意思決定の分権化

その他

特に取り組んでいない

無回答
n=143

日本生産性本部「DXと人材戦略に関するアンケート調査」（2021年10－11月）

ＤＸ実現のために、組織改革を行いましたか （複数可）
（％）
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34.1

33.0

13.2

12.1

7.7

18.7

26.4

0 10 20 30 40

出島などイノベーションのための組織の創設

企業理念や存在意義（パーパスなど）の明確化

意思決定の集権化

組織のフラット化

意思決定の分権化

その他

特に取り組んでいない

同： DX推進企業（「全社を挙げてDXに取り組んでいる」）

における組織改革

日本生産性本部「DXと人材戦略に関するアンケート調査」（2021年10－11月）

（％）

n=91
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84.9

84.9

36.7

14.4

12.2

10.1

8.6

4.3

2.9

5.0

1.4

0 20 40 60 80 100

DX人材が量的に不足している

DX人材が質的に不足している

自社に合ったDX戦略が立案できない

コストに見合った投資効果が得られない

社内での協力が十分に得られない

各事業部門が既に情報化を進めている

適切なアウトソース先が見つからない

従業員の同意や協力を得るのが難しい

経営陣がDXに積極的でない

その他

課題は特に無い

御社がＤＸを進めるにあたっての課題は何ですか （複数可）

（％）

日本生産性本部「DXと人材戦略に関するアンケート調査」（2021年10－11月）

n=139
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61.5

37.1

30.1

11.2

10.5

10.5

9.8

7.7

0.7

5.6

23.8

0 20 40 60 80

テレワークなど多様な働き方の導入

教育・研修制度の強化

中途採用者の増員

ジョブ型雇用制度の導入

成果主義の本格化

副業・兼業の解禁

デジタル人材向けの特別な処遇制度等の導入

年功的賃金の廃止・大幅縮小

定期採用の廃止・大幅縮小

その他

特に見直していない

●

日本生産性本部「DXと人材戦略に関するアンケート調査」（2021年10－11月）

デジタル化時代に対応するため、
人事制度を見直しましたか （複数可）

（％）

n=143
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42.0

38.5

9.1

39.2

0 10 20 30 40 50

外部の教育・研修機関の研修会に参加

社内で研修を実施

その他

DX人材育成のための研修はしていない

日本生産性本部「DXと人材戦略に関するアンケート調査」（2021年10－11月）

53.9

51.7

11.2

22.5

22.2

16.7

5.6

66.7

0 20 40 60 80

外部の教育機関等の研修会に参加している

社内で研修を実施している

その他

DX人材育成のための研修はしていない

従業員規模1,000人以上の企業 従業員規模1,000人未満の企業

社員研修でDX人材を育成していますか （複数可）

（％）

（％）

n=143

n=82
n=43
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37.4

18.0

16.5

9.4

5.0

33.1

0 10 20 30 40

経営トップがDX人材戦略に直接関与

経営層に人事責任者を置く

イノベーション部署の責任者がDX人材を管理

人事部を経営戦略部門に変革

その他

DX人材戦略と経営戦略の結び付きはない

日本生産性本部「DXと人材戦略に関するアンケート調査」（2021年10－11月）

ＤＸ人材戦略は経営戦略に
どのような形で結びついていますか （複数可）

（％）

n=139



調査から得られた示唆

１．組織改革・人事制度改革の重要性

- ＤＸ推進上の最大の課題が「ＤＸ人材の不足」とされ
ているが、問題の本質は、ＤＸに必要な組織変革や人
事制度改革を行っていないことにあるのではないか

２．企業の存在意義や使命の明確化が一層重要に

３．中堅・中小企業は、他社との連携や事業統合等
規模の制約をのりこえる対応も必要か
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